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「アメリカ反トラスト法の域外適用に関する

法理の発展と動向（下）」

本　田　直　志

（1）序説　　本稿の目的

（2）域外適用の発展と管轄権

（3）反トラスト法の域外適用に関する法理の発展

（4）反トラスト法の域外適用に関するその他の問題点（以上11巻4号）

（5）反トラスト法の域外適用をめぐる西欧諸国の反応

（6）結語（以上本号）

　（5）反トラスト法の域外適用をめぐる西欧諸国の反応

　a）域外適用をめぐる国際対立と諸要因

　これまで検討を加えてきたアメり力反トラスト法の域外適用は，その具体的

な根拠や基本をどのように理解するにせよ，それは，要するに，アメリカの領

域外において行われた行為であっても，これを一定の限度で規制しなければ，

反トラスト法の目的や理念を達成することは困難である，という基本的な考え

方に支えられているものといってよい。しかしながら，このようなアメリカ反

トラスト法の域外適用は，これを受ける他国の立場からみれば，自国の領域内

で行われた行為が，アメリカ反トラスト法の規制を受けることになり，魚やも

すれば国家の主権を侵害するのみならず，場合によってはその利益を脅かすこ

とにもなりかねない。もとより，こうした問題の解決は，関係当事国の間の自

主的な協議もしくは調整に委ねられるべき性質のものであって，実際にもその

ような努力がなされてきたが，それにしても，近時，反トラスト法の域外適用

をめぐって，アメリカと西欧諸国との間の緊張や対立が一層深まり，新たな国

際問題として大きな関心を集めるに至っていることは，周知のとおりである。

　ところで，右のような問題を生じる具体的な要因について，さらにこれを独



　132　　　　　　　　一橋研究第12巻第1号

禁法的な観点から考えると，なんといっても，その第一は，アメリカ反トラス

ト法の目的ないし理念が，私的独占や取弓1制限そのものを，公正かつ自由な競

争を撹乱するr悪」として禁止しようとしており，この点で，他国の立法態度

や産業政策としばしば衝突する契機を含んでいることである。

　こうした他国との相違がもっとも明確な形でみられるのは，おそらくカルテ

ルの分野であろう。そこでは，いわゆる独占禁止主義の立場から，カルテルそ

のものを「当然違法」（per　se　i11ega1）として禁止するアメリカと，そうでは

なしに，いわゆる弊害規制主義の立場から，一定のカルテルのみを規帝蛆しよう

とする西欧諸国一イギリス，フランスなど一との間に，基本的な考え方のうえ

でかなりの隔たりがみられ，これが，アメリカ反トラスト法の域外適用をめぐ

る国際対立のうえに微妙な影響を及ぼしている。

　第二は，すでにこれまでの考察からも明らかなように，アメリカの判例法理

のもとでは，反トラスト法の域外適用をめぐって，国際法のもとにおける厳格

な属地主義は放棄され，その独自な観点からいわゆるr効果理論」（effec七

d㏄trine）が確立されていることである。もっとも，この効果理論については，

近時，国際協調主義の立場から，他国の利益や政策をも考慮に入れたうえで，

反トラスト法の域外適用の有無を決定しようとする新しい判例法理の動きもみ

られる。しかしながら，いずれにせよ，効果理論は，アメリカの通商に影響を

与えようとする当該行為の「意図」とその「効果」のみにもとづいて，反トラ

スト法の域外適用の有無を決定しようとするものであるだけに，それが外国に

対して及ぼすインパクトは大きいし，またこの法理に対する外国からの反発も

強い。

　第三は，反トラスト法の違反行為については，三倍額の損害賠償の請求が認

められていることであって，このような制度は，アメリカの反トラスト法にの

み特有な制度であるだけに，その運用いかんによっては，他国から大きな反発

や抵触を招きやすいことである。もともと，この制度は，反トラスト法の違反

行為について，実損害の回復のみを認めたのでは，その効果的な防止をはかる

ことができないところから，民事的な制裁というよりも準刑事的なそれとして

設けられるに至ったものであるが，その制度の趣旨のなかには，いわゆるr私

訴」（private　suit）を刺激することによって，反トラスト法の違反行為を効果

的に抑止しようとするねらいも含まれている。したがって，これを利用して，
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アメリカ企業が外国企業に対してさかんに提訴を行うときには，外国から大き

な反発や抵抗を招くことになるのは当然である。

　第四は，アメリカ反トラスト法のもとでは，証拠開示手続に関する司法機関

および行政機関の権限が，他国に比べれば，はるかに広範で，外国における証

言聴取はもちろんのこと，在外者に対する出頭命令や在外文書に対する提出命

令などについても，その発動が判例法その他によって，一応確立されていると

ころである。いずれにせよ，「証拠の開示」（diSCoVery）は，アメリカ反トラ

スト法の神髄をなすものといわれているだけに，たとえば，アメリカ企業によ

る反トラスト法の違反事件に関連して，それと直接関係のない外国企業に対し

ても，反トラスト法の施行機関が調査権限を行使して，種々の命令を発するこ

とさえあるといわれる。いうまでもなく，このような場合には，他国の主権と

の衝突が直接大きな問題となりかねないのであり，アメリカ経済の相対的に優

位な地位をも考慮すると，外国政府が，ややもすればアメリカ反トラスト法の

違反事件のなかに巻き込まれ，その調査管轄権の行使をめぐって紛争を生じや

すい。

　いずれにせよ，右のような状況のなかで，西欧諸国は，アメリカ反トラスト

法の域外適用に対して，外交上の抗議，裁判所への出頭や文書提出の拒否，判

決の不承認ないし執行の拒絶など，さまざまな措置を講じてきたが，なかでも，

そのもっとも強力な手段は，最近のイギリスやフランスなどにおいてみられる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ような「対抗立法」（b1ocking　statute）の制定である。しかしながら，こう

した一般的な傾向のなかで，ひとり西ドイツのみは，対抗立法をもたず，反ト

ラスト法の域外適用をめぐって，アメリカが西欧諸国のなかに見い出しうる唯

一の友好国であるといえよう。こうした事情が生み出されるのは，西ドイツに

おいては，後述するように，1957年に制定された競争制限禁止法のなかで，ア

メリカの効果理論とほぼ同様の考え方に立ちつつ，しかもこれより一層明確な

形で，同法の域外適用について規定しているところから，アメリカ反トラスト

法の域外適用についても，比較的に違和感がないことによるものと思われる。

もっとも，この規定については，近時，その適用範囲をできるだけ限定しよう

とする理論上の動きもみられ，その意味においては，イギリスやフランスにお

ける対抗立法の制定と同一の傾向もうかがわれる。

　そこで，以下では，まず最初に，イギリスとフランスにおける対抗立法の内
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容について概観し，次いで西ドイツの競争制限禁止法のもとにおける域外適用

の法理の動向について考察することによって，すでに検討したアメリカ反トラ

スト法の域外適用に関する法理の現状と地位を，いわばその外側から明らかに

したいと思う。

　b）　イギリスの対抗立法

　イギリスでは，1970年代の後半に入ってから，アメリカで起きた国際海運事
　　　　　　　　　　　　　　　（2）
件およびウラニウム国際カルテル事件をきっかけに，アメリカの反トラスト法

による三倍賠償請求から，イギリス企業を守ろうとする動きが強く現われ，か

くして制定されたのが，ユ980年の「貿易利益保護法」（Protection　of　Trading
　　　　　　（3）
In七erestsAct）である。これまでにも，両国の問では，アメリカ反トラスト法

の域外適用をめぐってたびたび摩擦が生じており，同保護法の制定以前の段階

においても，たとえばユ964年には，同様の目的のもとに，r船積契約および商

業書類法」（Shipping　Contrac七s　and　Commercia1Documents　Act　of1964）

が制定されている。

　ところで，上の貿易利益保護法は，アメリカ反トラスト法の域外適用から，

広くイギリスの事業者全般を保護しようとしたものであって，それは，イギリ

スの政府に対して，国際通商の規制に関する外国の法律の適用を禁止しうる権

限を付与しているばかりでなく，外国の裁判所によって受けた判決の取扱いに

ついても，次のような注目すべき措置を講じている。すなわち，この法律は，

全文にして8カ条から成る比較的に簡単なものであるが，その内容からみると，

それは，文書の提出禁止に関する規定のみならず，半1」決の執行拒絶に関する規

定や，さらには支払った損害賠償金の回復に関する規定等を含み，これまでの

対抗立法にはみられない強力な措置を含んでいる。

　まず文書の提出禁止に関しては，第2条において，国務大臣は，イギリス国

内で事業活動を行っている者に対して，なんらかのr商業文書」（COmmerCia1

dOCument）を外国の裁判所等の機関に提出することを禁止することができる

ものとしている。この措置は，同法が第1条において，国務大臣に対し，イギ

リスの事業者が国際通商の規制に関する外国の法律に従うことを禁止しうる権

限を付与したことの当然の結果であるが，禁止命令に違反した者については，

第三条によって罰金一略式決定の場合は最高1，OOOポンド，有罪判決の場合は
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無制限一が科せられることになっている。

　つぎに，判決の執行拒絶に関しては，第5条で，イギリスの裁判所は，外国

の裁判所によって認められたr数倍の損害賠償」（mu1tip1e　damages）に関す

る判決を執行してはならないし，また国務大臣の命令によって特定された外国

の法律の規定，もしくはその原則に基づく判決を執行してはならないものとし

ている。

　いうまでもなく，この措置は，イギリスの事業者を，アメリカ反トラスト法

による三倍賠償請求から守ろうとしたものであって，次の回復措置と合わせて，

同法の重要な特色をなすものとして注目に値す孔

　さらに，支払った損害賠償金の回復に関しては，第6条において，イギリス

の事業者は，外国の裁判所の数倍賠償判決による損害賠償金を支払った場合に

は，そのうち実損額を超える部分については，イギリスにおいてこれを外国で

数倍賠償を獲得した者から回復することができるものと定めてい孔

　なお，このような措置との関連においてきわめて興味深いのは，第7条にお

いて，もし外国法が，こうした場合，イギリスと同じように，実損額を超える

部分について回復を認めているときには，イギリス政府は，それに基づく外国

裁判所の回復判決を，イギリス裁判所において執行することを認めることがで

きるとしている点であ孔これは，イギリス政府が，こうした規定を設けるこ

とによって，他の諸国も，アメリカ反トラスト法による三倍賠償訴訟に対抗す

るための立法を制定するように促そうとしたものと思われる。

　以上のように，イギリスの貿易利益保護法は，これまでの対抗立法が，主と

して外国への文書提出の禁止を内容とするものであったのに対し，さらに加え

て，数倍賠償判決の執行拒絶ないしはそうした半1」決からの回復措置を規定する

ことによって，アメリカ反トラスト法の生命ともいうべき三倍賠償制度の意義

と効果を実質的に減殺しようとしたものであるといえよ㌔その意義において，

この立法は，アメリカ反トラスト法の域外適用に対して反発や抵抗を感じる諸

国に大きな影響を与え，近時，カナダやオーストラリアなどにおいても，同様
　　　　　　　　　（4）
の立法が制定されている。

c）　フランスの1980年法

ところで，近時，フランスにおいても，アメリカ反トラスト法の域外適用を
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阻止するための対抗立法として，ユ980年に「外国人または外国法人に対する経

済上，商業上もしくは技術上の文書または情報の提供に関する且980年7月16日

の法律第538号」（Loi㎡80＿538duユ6juinet1980re1a亡iveと1a　communica－

tiOn　de　dOCumentS　et　ren昌eignement　d‘0rdre　eCOnOmique，COmmθrCia1S　Ou

techniqueムdespersones　physiques　ou　mora1esらtrangers，J．O．17jui11et
　　　　　　　　（5）
1980）が制定された。ただし，この法律は，上に述べたイギリスの対抗立法

とは若干その内容を異にし，もつぱら，外国機関に対する文書または情報の提

供と外国機関によるそれらの調査を禁止しようとしたものであって，外国判決

に対する執行拒絶や回復措置を含んでいないことが注目される。

　もともと，この法律は，その制定の経緯からみれば，海運事業に関する特定

の情報を，外国機関に提供することを禁止し一た1968年の改正法として立案され

た．ものである。この1968年法は，フランス政府がアメリカの連邦海事委員会

（Federa1Maritime　Commission）による調査を制限することを目的として制

定されたものであったが，その後，フランスの航空会社に対して行われたアメ

リカ反トラスト法にもとづく調査がきっかけとなって，同法を航空輸送の分野

にも適用する必要があることが提案された。しかしながら，議会での審議過程

で，フランスにおける経済活動のすべての領域にわたって，外国機関に対する

文書または情報の提供が禁止されることとなり，さらに，外国機関による文書

または情報の調査を禁止する規定を加えて成立するに至ったのである。

　ところで，この法律は，まず第1条において，条約等に特別の定めがある場

合を除いて，フランス領土内におけるすべての者一法人の場合はその理事，代

表者，代理人，使用人を含む一に対して，それらの者が外国の政府当局に，経

済上，商業上，産業上，金融上もしくは技術上の文書または情報を提供するこ

とを禁止している。そして，禁止の対象とされる文書または提供は，「フラン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
スの主権，安全，本質的な経済上の利益，または公の秩序」を害するものでな

ければならないが，しかし，それがいかなる方法または場所で行われたかは問

われないものとされている。

　もっとも，この要件については，そこで用いられている文言がきわめて漠然

としているところから，その具体的な意味内容をいかに解釈すべきかが重要な

問題となってこよう。一般的な見解としては，この法律の適用範囲を必要以上

に狭く限定することのないように，柔軟かつ広範な解釈が与えられなければな
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らないとされている。

　上のような第1条に続いて，この法律は，さらに第ユ条の2において，条約

等に特別の定めがある場合を除いて，いかなる者に対しても，書面，口頭，そ

の他いかなる方法によるかを間わず，外国の裁判上または行政上の手続のため，

もしくはその手続の過程で証拠とすることを目的として，それらの者が，経済

上，商業上，産業上，金融上もしくは技術上の文書または情報を要求し，これ

を調査することを禁止している。いうまでもなく，この規定は，第1条の場合

とは異なり，外国における訴訟等の証拠となるべき文書や情報についての，外

国機関による要求や調査を禁止したものであって，したがって，ここでは，そ

うした行為の性質上，フランスの主権や安全等を害するという要件は必要とさ

れていない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　いずれにせよ，この第1条の2は，アメリカの裁判所が，へ一グ条約に関す

るフランスの留保条項によらず，フランスの国内で証拠を収集するような場合

に，これを阻止することをねらったものであるといえるであろう。

　第2条では，第1条および第1条の2で定められている者は，たとえいかな

る文書や情報でも，その提供を求められたときには，ただちに関係大臣に報告

することを要するものとされており，さらに，第3条では，以上の禁止に違反

した者は，3ヵ月以上6ヵ月以下の自由刑，またはI万フラン以上12万フラン

以下の罰金を科せられ，もしくはこの両方を併科されるものとしてい乱

　以上，フランスの1980年法の制定の経緯と，その全文4ケ条の内容について

検討したが，これをイギリスの貿易利益保護法との比較において眺めるときに

は，フランスの1980年法は，外国半1」決に対する執行拒絶や回復措置といった強

力な対抗手段こそ用意していないが，そこに定められた外国機関に対する文書

または情報の提供等に関する禁止は，イギリスの貿易利益保護法よりも一層包

括的かつ具体的であるといえるであろう。

　d）　西ドイツにおける域外適用の法理

　さきにも触れたように，西ドイツは，西欧諸国のなかでは，アメリカ反トラ

スト法の域外適用をめぐって，これに関する対抗立法をもたない数少ない国の

ひとつであるが，それならば，いったい，いかなる理由にもとづいてこのよう

な状況が生み出されているのであろうか。この点をめぐって，西ドイツにおけ
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る競争禁止法（Gesetz　gegen　Wettbewerbsbeschr身nkungen，GWB）のもとで

の，同法の域外適用に関する取扱い方と，その法理の動向について若千の検討

を加えることにしよう。

　さて，西ドイツのGWBのもとでは，その第98条2項の第1文において，次

のように規定している。

　「この法律は，この法律の適用地域外で行われた競争制限であっても，この

　法律の適用地域内に効果を及ぼすすべてのものに対して適用される。」（Dieses

　Gesetz　findet　Anwendung　auf　a11e　We杭bewerbsbeschr身n㎞ngen，die　sich

　im　Ge1tungsbereich　dieses　Gesetzes　auswirken，auch　wem　sie　auBerha1b

　des　Ge1tungsbereich　dieses　Gesetzes　ver1a航werden）

　いうまでもなく，この第98条2項の規定は，西ドイツの領域外で行われた競

争制限行為であっても，それが西ドイツの領域内にr効果」（Auswirkung）

を及ぼすような場合には，すべてこれについてGWBの適用がある旨を定めた
　　　　（8）
ものであって，その制定の経緯からみれば，アメリカ反トラスト法のもとで確

立されたいわゆるr効果理論」にならって設けられたものであることは，容易

に推測しうるであろう。なぜならば，周知のように，西ドイツのGWBは，ド

イツの学者によるアメリカ反トラスト法の周到な研究を経て制定されたもので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
あって，この第98条2項の規定も，一その例外ではないと思われるからであ乱

　ところで，西ドイツのGWBが制定された1957年といえば，アメリカでは，

すでにアルコア事件に関する連邦高裁の判決が出され，また，これを受けて，

ナショナル・リード事件などに関する一連の連邦最高裁の判決も出され，いわ

ゆるr効果理論」がアメリカ判例法のもとで支配的な法理として確立された時
　　　（1O〕
期にあたる。したがって，上の第98条2項の規定が，そうしたアメリカの効果

理論をきわめて純粋な形で受け継ぎ，しかもこれを一層拡大した形で規定する

に至ったことも当然であって，これを怪しむには足りないであろ㌔

　しかしながら，その後，1960年代の後半になってくると，GWBの改正によっ

てその実体的規定が強化され，これにともなって第98条2項の適用範囲がさら

に拡大されていく可能性を生じたこと，また，アメリカ反トラスト法の域外適

用をめぐって，アメリカと他国との衝突がしばしば発生し，この問題がしだい

に表面化してきたこと，などの事情もあって，第98条2項の広範な適用範囲を

限定しようとする理論上の動きが生み出されるに至ったのである。
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　いうまでもなく，この理論上の動きは，第98条2項を裏づけている上のよう

な純粋な効果理論に一定の歯止めをかけようとするものであって，ある意味に

おいては，アメリカ判例法のもとでみられた，効果理論に対する修正としての

いわゆる「合理の原則」とも，その軌を一つにするものがあるといえよ㌔そ

こで，こうした動きが，ドイツ法のもとでいかなる形をとって生み出されるに

至ったかを，さらに検討してみることにする。

　GWBの域外適用については，第98条2項の規定の仕方がどうであれ，学説

は，一般に当初から，同条項はいかなる効果でも，それがドイツ国内に及ぶ限

り，これについてGWBが全面的に適用されうることを定めたものとは必ずし

も理解されてこなかった。したがって，問題の中心は，効果をいかに画定する

かであって，この問題は，GWBの制定の当初から理論上の関心を集めていた。

　この問題に関して，且960年代の後半に入ると，E・レービンダー教授やI・
　　　　　（ω
シュバルツ教授は，GWBの「一般的な保護目的」（A11gemeine　Schutzzweck）

と個々の規定の保護目的とを考慮することによって，効果を制限しようとする

見解を表明した。すなわち，この見解によれば，GWBが適用されるのは，外

国における競争制限行為の国内に及ぼす効果が，同法の一般的な保護目的であ

る国内の自由競争を阻害するとともに，さらに，同法の実体的規定，たとえば，

第1条（カルテル規制）や第24条（結合規制）などの規定のもつ，各々の競争

促進的な目的にも反する場合ということになる。

　そして，このような見解は，1973年の石油管事件における連邦通常裁判所
　　　　　　　　　　　　　　（12）
（Bundesgerichthof，BGH）の判決により支持され，一層発展せしめられるこ

とになっれこの事件は，第98条2項の適用が争点となった最初の事件であっ

たが，この判決のなかで，B　G　Hは，外国の競争制限の国内市場への効果は種々

考えられるが，実体的規定の国際的適用の無制限な拡張を防ぐため，国内への

効果の概念を制限し，具体化することが必要であり，そのためには，GWBの

一般的保護目的と，問題となる実体法的規定の保護目的との関連において，ど

のような効果がGWBに含まれるかが明らかにされねばならないと判示したの
　（13）
である。

　ところで，GWBは，企業結合について，主として3つの重要な規定を設け

ている。すなわち，その一つは，結合の届出義務に関する規定（第23条），そ

の二は，結合の事前届出に関する規定（第24a条），その三は，連邦カルテル
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庁の結合を禁止する権限に関する規定（第24条）である。これらの結合規制に

関する規定は，外国における結合への適用とかかわって，近時，域外適用の領

域において重要な意義をもつとともに，1980年に結合規制が強化されたことに

伴って，GWBのなかでも最も議論の多いところである。このような結合規制

の適用が，第98条2項との関連において，大きな問題となった最初のBGHの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
事件は，結合の届出義務に関するユ979年の有機色素事件である。この事件に関

し，B　GHは，国内企業にだけ結合の届出義務があるとしたが，そのなかで，

r効果」の概念がGWBの一般原則と特定の実体的規定との双方に照らして解釈

すべきであるとした。そして，それに加えて，その効果とは，直接かっ実質

的な効果でなければならないという限定を付したのであ乱しかし，判決は，

そのような直接的実質的な効果に関する原則の具体的な運用については，なん

らの指針をも示さなかったことから，域外適用の問題に少なからず混乱を生ぜ

しめることとなった。ただ，いずれにしても，効果の制限がGWBの一般的な

保護目的と個々の実体法規の保護目的を考慮とすることによって，実質的に行

われていることに注目すべきである。

　しかしながら，ここ10年の間に，GWBの域外適用の中心が，カルテル事件

から結合に関する事件へと推移していくにつれて，第98条2項によるGWBの

適用範囲が拡大され，他国の主権との抵触が一層懸念されるようになってくる

と，ただ単純にこれまで述べてきたような効果概念の明確化ないしは具体化と

いう方法のみによっては，これに対応することができなくなってきた。

　かくして，裁判所や連邦カルテル庁は，結合に関する最近のいくつかの事件

を契機として，第98条によるGWBの適用範囲を制限するための手がかりを，

国際法上の「不干渉」（Einmischungsvorbot）の原則と管轄権のr濫用禁止」

（Mi宜brauchsverbot）の原則に求めることとなっれこうした国際法の原則

によって効果理論に基づくGWBの適用を制限していこうとする見解は，主と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
してバイエル／ファイヤーストン事件（1980年）とロスマンス／フィリップ・
　　　　　　　　（16）
モリス事件（1982年）をきっかけとして発展せしめられたものである。とくに，

連邦カルテル庁は，前者の事件の命令に関するベルリン上級裁判所の判決のな

かで，国際法上の原則を全く考慮に入れていないとの指摘を受けたのを教訓に

して，後者の事件では，この点を十分に踏まえながら，効果理論は，GWB及

び個々の規定の保護目的以外には，国際法上の不干渉の原則及び管轄権の濫用
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禁止の原則によってのみ，制限を加えられるものであるとしたのであ乱

　これまでの考察からも明らかなように，西ドイ．ツのGWBのもとでは，まず

当該行為の効果が，GWBの一般的な保護目的及び個々の実体法規の保護目的

を害するか否かが検討され，これに基づいて管轄権の存在が肯定されれば，次

いで，その管轄権の行使が，国際法上の不干渉の原則ないし管轄権の濫用禁止

の原則に照らして，他国の主権を侵害しないかどうかが検討され，そこではじ

めて域外適用の問題に対して判断が下されることになるのである。

　このような半1j断の仕方は，アメリカの反トラスト法のもとでの，いわゆる

「合理の原則」において他国の利益を考慮すべきであるとしたのと一脈あい通

じるものがある。しかし，その反面で，アメリカと西ドイツにおける取扱い方

には，次のような若千微妙ではあるが，重要な相違がみられる。

　まず第一に，「効果」の概念については，アメリカの反トラスト法及び西ド

イツのGWBともに，これを域外適用の有無を判断する際のもっとも中心的基

礎的な概念として用いている。しかし，アメリカの場合には，効果それ自身は，

当該行為がシャーマン法の違反になるかどうかといった実体法上の判断とは切

り離された，合衆国の通商に与える一般的な経済上の効果をさすものとされて

いるが，これに対し，西ドイツの場合には，その効果は，GWBの一般的な保

護目的と個々の実体法規の保護目的とに結びつけられた，あくまでも制定法上

の具体的な効果を意味するものとされている。

　第二に，域外適用の判断に際しては，両者とも，他国の主権との抵触を回避

するために，いわゆる利益考量の観点を導入し，域外適用の法理に柔軟性を付

与してい乱しかし，その利益考量は，アメリカの場合には，国際礼譲との関

係において，裁判所のいわば政治的な裁量に委ねられているのに対して，西ド

イツの場合には，他国に対する不干渉ないし管轄権の濫用禁止といった，国際

法上確立された法原則の適用の問題として捉えられている。

　第三に，国際法の果たす役割については，両者ともに，これを，域外的管轄

権の存否を判断するというよりは，むしろその行使の当否を判断するための基

礎として認めている。しかしながら，アメリカの場合には，近時における「合

理の原則」でさえも，国際法にその全面的な解決の指針を求めておらず，域外

的管轄権の行使を判断するにあたっては，その他の様々な要素が考慮されるが，

これに対して，西ドイツの場合には，その行使の当否を判断するにあたっては，
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国際法上の不干渉ないしは管轄権の濫用の禁止の原則のみが考慮されるのであ

る。

　上の諸点は，その帰するところ，アメリカのごとき判例法主義の国家と西ド

イツのごとき制定法主義の国家との相違に基づくものといわざるをえないであ

ろうが，これを総合していえば，西ドイツにおける域外適用の法理は，アメリ

カにおけるそれよりも一層明確さに富んでいるといえよう。

　（6）　結語

　最後に，これまでの考察を踏まえて，わが国における独禁法上の課題につい

て，若干の感想を述べておくことにしよう。

　やはりわが国の独占禁止法についても，外国で行われた競争制限行為にわが

国独禁法を適用できるかという，いわゆる独禁法の域外適用の問題が生じる。

しかし，わが国の独占禁止法は，アメリカ反トラスト法や西ドイツGWBにお

けるように，その域外（渉外）的適用範囲を直接に定めた規定をもたず，渉外

的関係に関するものとしてわずかに第6条1項の規定があるにとどまっている。

ただ，第6条の意義について，多数説は，同条1項が不当な取引制限の禁止及

び不公正な取引方法の禁止規定の予防規定であって，同条二項がその予防効果

を担保するために国際的協定または国際的契約にっき公正取引委員会に届出養
　　　　　　　　　　　（17）
務を定めたものと解している。そして，このように解すべき根拠の一つとして，

もともとこの予防規定が設けられたのは，国際的契約がわが国の競争秩序を害

する場合でも，国際的契約の相手方である外国事業者にわが国独禁法を適用す

るにあたって困難な問題が多いので，独禁法に違反する国際的契約の成立その

ものをチェックしうるような制度を設けておくことが望ましい，との理由によ

るものであることをあげている。このような多数説の見解に従えば，もはや，

第6条に関して域外適用を論ずる余地はほとんどなくなってしまうのであるが’

今日のように，企業が高度に国際化し，各国市場の相互依存性がますます高く

なる状況において，適用の困難さがゆえに，外国事業者をわが国独禁法の規制

から排除することは必ずしも妥当とは思われないし，また，アメリカ法の無批

判な導入は，これを厳し一く模しまなければならないが，わが国独禁法の母法で

あるアメリカ反トラスト法の域外適用の法理を眺めてみると，やはりわが国独

禁法においても，国際カルテルの締結を禁止する第6条のみならず，競争制限
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行為それ自体を禁止する第3条や第19条等について，その域外（渉外的）適用

を考えていくことが必要であろうと思われる。
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　KG，26．11．1980，WuW／E　OLG2411》Synthetischer　Kautschuk
I《．この事件は，ドイツのバイエル社が所有するカナダの持株会社のフラン

スにおける子会社バイエル・フランスが，同じくフランスのファイアーストー

ン・フランス社の一部門を買収するにあたって，GWBの第23条に従って，連

邦カルテル庁に届出を行ったが，連邦カルテル庁は，この取得をGWBの違反

として禁止したことが問題となったものである。なお，この事件については，

Gever，The　Extraterritoria1App1ication　ofもhe　German　Antitrust

Laws，77λJ皿756，773＿775，

　B　Kart　A，24．2．1982，WuW／E　B　Kart　A　1943《Phi1ip　Morris／

Rothmans》．この事件の事実関係はきわめて複雑であるが，アメリカのフィ

リップ・モリス社が，イギリスのロスマンス社を南アフリカのレンブラント社

から買収したことにより，結果的に，ロスマンス社は，フィリップ・モリス社

とレンブラント社の合弁会社になり，2社はこれを通してフィリップ・モリス

社と競争関係にあるドイツのブリングスマン社を取得するに至ったことに対し

て，連邦カルテル庁は，ブリングスマン社の取得を禁止したというものであ乱
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